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は じ め に
　東日本大震災では地震の被害に加え大津波，その
後の寒さ，粉塵による大気汚染が加わり呼吸器疾患
の入院が増えたと言われる．高齢者肺炎，慢性閉塞
性肺疾患（COPD）の増悪，気管支喘息発作などが
主な疾患であった．在宅酸素療法（HOT）を行う
呼吸不全患者も被災地や計画停電エリアなどで使用
不可能な状態になった．今回の震災では，阪神淡路
大震災，新潟県中越地震の経験を生かし対応を練っ
ていた在宅酸素供給業者が敏速に動いた。安否確認
を行うとともに，酸素ボンベ，酸素濃縮器を全国か
ら集め被災地に支給し，被災地の病院の協力を得て
HOTステーションを設置した．また孤立した患者
自身も活動を抑え呼吸器教室で学んだ呼吸リハビリ
テーションを実施し救援を待った例もあった．今回
震災での経験から今後関東で震災が発生した場合の
HOTを使用している呼吸不全患者への対策を考察
してみたい．
1．在宅酸素療法
　呼吸器領域における在宅療法には在宅酸素療法
（home oxygen therapy ; HOT），在宅人工呼吸療法
（home mechanical ventilation ; HMV）さらに持続
陽圧呼吸療法（continuous positive airway pressure ; 
CPAP）があり，今回は医療依存度の高い前 2 者
について述べる．HOT は，1985 年に保険適応と
なり現在使用患者は 15 万人を超える．電源を必要
とする酸素濃縮器が 90％残りの 10％は液体酸素を
使用している．液体酸素は電源を必要としないが，
液体酸素を随時補給する必要がある．HMV は気
管切開のもとに行われる気管切開下陽圧換気療法
（tracheostomy positive pressure ventilation ; 
TPPV）とマスク式である非侵襲的陽圧換気療法
（noninvasive positive pressure ventilation ; NPPV）
に分けられる1）．HOT の処方は通常，安静時，体
動時，夜間の 3つに分けて指示する．日中活動時は
酸素消費量が大きいので，やや高めに設定するのが
普通で，例えば COPD患者では安静時，夜間 1 L/
分，日中活動時 2 L/分などである．「在宅呼吸器ケ
ア白書 2010」の報告では 4分の 3の患者が 24 時間
酸素供給器を使用している2）．HMVを必要とする
ものは高炭酸ガス血症を伴うもので，換気補助を行
うが，通常低酸素血症も存在する事が多いので，
HOTを常時必要としているものが多く，より医療
依存度が高いといえる．
2．在宅酸素供給業者の対応
　今回の震災では，昭和大学病院を始め，様々な医
療機関が援助を行ったが，在宅酸素に関してはシェ
ア 50％を占める在宅酸素供給業者（T社）の活躍
が目立った．阪神淡路大震災（1995 年）の教訓か
ら災害対策マニュアルが作成されており，新潟県中
越地震（2004 年）でさらに修正が加えられ，非常
時の対応が準備されていた．まず，地震発生からの
動きを振り返ってみたい3）．
　3月 11 日，午後 2時 46 分三陸沖で発生した地震
（震度 7）は日本全土を震わせた．このとき直ちに
震度 5以上の地域を担当している社員の携帯に震災
情報と地域の患者情報がメールで送られている．こ
の報告を受けて会社として，直ちに災害対策マニュ
アルを発動し，午後 3時には災害対策本部を設置し
ている．この間，地震発生から14分である．孤立し
たHOT使用者の把握には災害対応支援マップシス
テム（Disaster Mapping Assistant Partner ; D-MAP）
を利用した（図 1）．これは緊急時の迅速対応を目
的に開発された電子地図情報システムで，震度 5弱
以上の地震が発生すると，その情報を自動受信し
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被災地域を特定し，担当者のパソコンや携帯電話
に直接メールが配信される仕組みになっている．コ
ンピュータの地図画面上に患者の位置と酸素使用量
が色分けして表示される．この情報をもとに約 2万
5千人の安否を約 2週間で確認している．確認の方
法はまず電話での確認を開始し，また福岡にある
HOTコールセンターを充実させ，患者からの問い
合わせを集約した．平行して各営業所をあげ応援要
員とともに，電話がつながらず安否を確認できな
かった患者宅に出向いて生存の有無を確認している．
患者の位置状況と安否が確認できれば，次に必要な
のは如何に酸素を供給するかである．今回の震災で
は全国の T社支店が協力して余剰の酸素ボンベ，
酸素供給装置を東北に運んでいる．3月 15 日には
石巻赤十字病院に酸素濃縮装置 50 台を設置して
非常用バックアップ電源を使用した「HOTステー
ション」を開設している．その後，宮城県内 17 施
設，合計 119 台の酸素濃縮装置が設置された．在宅
酸素供給業者と医療施設が協力して取り組んだチー
ムワークの現れだと思われる．
3．在宅酸素療法適応疾患
　在宅酸素の使用頻度の高い疾患は第 1番が慢性閉
塞性肺疾患（COPD），第 2 が肺線維症を主とする
図 1　D-MAP（災害対応支援マップシステム）
緊急時の迅速対応を目的に開発された電子地図情報システム．震度 5弱以上で，
被災地域を特定しメールを送る．患者の分布状況，使用条件を地図上で確認で
き，地図と同時に患者リストも作成される．
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間質性肺炎，第 3が肺結核後遺症，そして肺癌，慢
性心不全，神経筋疾患がつづく2）（図 2）．COPDは
喫煙による肺胞壁の破壊，弾性収縮力の減弱によ
り，気道閉塞をきたす疾患である．肺過膨張があ
り，重症度にもよるが，安静時の経皮酸素飽和度は
比較的保たれていることが多く，日中労作時の呼吸
困難と低酸素血症が特徴である．感染などで増悪し
た場合には呼吸不全はさらに進行し入院加療を必要
とする疾患である．
　肺線維症は特発性間質性肺炎ともいわれ，通常原
因不明に胸壁近傍から線維性変化を来してくる疾患
で，酸素飽和度が安静時保たれていても，体動時の
低下が著しく，その低下は COPDよりも大きい事
が多い．重症者は安静時も経皮酸素飽和度が低く，
通常は二酸化炭素の貯留はないが，高流量の酸素を
必要とするケースもある．
　肺結核後遺症は戦争前後に肺結核症を罹患し，胸
郭形成術を受けた患者，あるいは治癒したものの病
巣が大きく，抱束性肺機能障害を残した患者が高齢
になって出現する呼吸不全で，換気不全が病態の主
体である．二酸化炭素が貯留する 2型呼吸不全を呈
することが多く，高流量の酸素を投与すると CO2
ナルコーシスを伴うことも多いため，低流量の酸素
を使用している．高 CO2 血症が強い場合は非侵襲
性人工呼吸器（NPPV）を併用して換気補助を行う．
感染などを契機に呼吸不全，肺性心に伴う心不全の
悪化，CO2 ナルコーシスなどで入院する事も多い疾
患である．
　肺癌は近年増加傾向にあるがHOTを使用する例
は喫煙量が多いため，COPD を合併するもの，加
えて手術例，進行例，胸膜炎併発例などに多い．
　在宅酸素療法の適応基準は，PaO2 が 55 torr 以下，
もしくは PaO2 が 60 torr 以下で，睡眠時または運
動負荷時に著しい低酸素血症を来すもので，医師が
HOTの必要性を認めたものである．酸素投与の目
標は PaO2 を 60 torr 以上（経皮酸素飽和度であれ
ば 90％以上）に保つ事である4）．在宅酸素療法の長
期効果は夜間のみ使用あるいは 24 時間使用のいず
れも予後延命効果を示している5）．本邦でも厚生省
特定疾患「呼吸不全」調査研究班により，在宅酸素
実施症例の予後が非実施症例に比して生命予後が改
善される事が明らかにされた6）．しかし安定期の患
者では，短期間であれば一時的に酸素が中断しても
大きな影響を来たさないことが予想される．酸素療
法の必要性を考える場合は病状，呼吸不全の重症度
により，非常時の酸素供給の優先順位をつけること
が大切だと思われる．
4．患者側の対応
　HOTのない状況で如何に持ちこたえる事ができ
たか．取り残された，患者側の対応も特筆すべきで
ある．東北地方では頃から東北大学や石巻赤十字病
院などが中心になり，医療施設が連携して呼吸器教
室を行って来ていた．今回の震災で，患者の中には
酸素必要量を少なくするため活動量を少なくして，
呼吸器教室で習得した口すぼめ，腹式呼吸を実践し
ながら助けを待った例も報告されている7）．特に
COPD の患者に口すぼめ腹式呼吸は有用で，正確
に繰り返すことで経皮酸素飽和度の改善ができう
る．またパニックになると，過呼吸による肺の過膨
図 2　全国のHOT患者数
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張が生ずるが，これを抑えることもできる．さら
に，被災地での不安の中で心身の安定を図る上でも
常々習得すべき技術であると思われる8）．また，安
否確認に関しては仙台の呼吸器疾患患者会がテレ
ビ，ラジオ，新聞などのメデイアを利用して，大き
な役割を果たした6）．
5．東京大震災時対応予測
　東京で震災が発生した場合，HOT使用者がどう
なるかを考えてみる．震災の状況としては関西淡路
大震災を都市型，新潟県中越地震を地方型，東日本
大震災を津波型とすると，関東で発生する地震は都
市型の状況に類似すると思われる．巨大地震が発生
した場合，建物や器物の倒壊，負傷者の増加，交通
網の麻痺からライフラインが脅かされる．火災が発
生するとさらに被害が大きくなる．東京は人口が多
いためHOT使用者が多く，必要となる酸素濃縮器
も多くなることが予想される．酸素濃縮器が使用可
能であれば停電の復旧を待てばよい．その間は酸素
ボンベで対応することで切り抜ける．いずれにしろ
供給可能な資材が限られているのであれば，患者の
病状から酸素使用の緊急性の優先順位をつけていく
ことが必要であると思われる．
　酸素使用の優先順位を医師の立場から考えてみる
と 1）生存の為に酸素供給が必須である患者，すな
わち医療依存度が高い患者　2）酸素がなくても短
期中期的には影響が少ないと考えられる患者　3）
処方されてもアドヒアランスが悪く使用状況の悪い
患者，また原疾患の増悪中に導入され，経過中
HOTの必要性の再検討が必要と考えられる患者．
すなわち緊急の使用を必要としない患者である．機
材が限られているのであれば，この優先順位に応じ
た供給を行っていくことが，混乱のない医療資源の
有効な利用につながる．阪神大震災の折，地域の基
幹病院の神戸市民病院でHOTの施行例は 102 例で
あったが震災後 3か月の死亡は 14 例で震災前は例
年 4～ 5例であるのに比較して明らかに増加を示し
ている．慢性呼吸不全患者にとって震災の影響が少
なくないことがわかる．また生きる事への目的意
識，生きるための緊張感の喪失などの心理的要因が
関係していると考えられる患者も見られた9）．
6．昭和大学病院の HOT患者の状況
　HOT患者の場合，在宅への設置，定期的に点検
を行っている在宅酸素供給業者が最も患者の在宅で
の状況を把握しているといえる．また酸素濃縮装置
モニタリングシステム（TOMS）というシステムを
用いれば，現在の酸素使用状況をモニターすること
も可能である10）．
　実際の震災時の想定について昭和大学病院を含む
城南エリアに約 50％のシェアを持つ在宅酸素供給
業者（T社）の方に実際の対策について確認した．
　現在の東京都の在宅酸素使用件数は約 1 万人，
城南エリアが 1500 人，昭和大学が 150 名である．
昭和大学各診療科での内訳は呼吸器アレルギー内
科 100 名，小児科 25 名，循環器内科 15 名，リウ
マチ膠原病内科 5 名，その他 5 例である（図 3）．
TPPV，NPPV との併用は昭和大学全体で 10 例，
呼吸器内科 5例，循環器内科 5例である．
　首都直下で大地震が発生した場合，T社のマニュ
図 3　昭和大学のHOT患者数
大　 西 　　司・ほか
38
アルでは，現在東北大震災の支援本部である虎ノ門
のT本社に本部を移す．もし東京が震災に会い虎
ノ門の本社が機能不能になれば，神奈川や山梨など
通信網の保たれているところに本部が置かれ，対策
本部として権限を持つこととなる．
　震度 5以上の震災が発生すると，社員個人の携帯
に，患者の名前，流量，ボンベの有無などの情報が
入る．電子地図情報システムのD-MAPが立ち上が
り，患者情報が色分けで表示される．すなわち酸素
処方量で赤 5，オレンジ 4，黄 3，グリーン 2，ブ
ルー 1と分けられる．在宅酸素供給業社の対処する
優先順位は高流量の患者および在宅人工呼吸療法
（主にNPPV）を使用している患者である．高流量
の定義は 2 L 以上の設定で 24 時間使用している患
者としている．今回の震災でも自宅に非常用のボン
ベを設置したが，安静時処方量で 8時間もつ量を目
安にしている．またD-MAPの患者情報は紙ベース
で保管される．これらの対応を行っていく上でも流
量の変更をリアルタイムに伝えてほしいというのが
医療者への希望である．今回の震災での反省は音信
をとる上で第二連絡先を記入する事や避難先を明記
する，あるいはできなければ一報することが大切で
あると考えた．しかし，実際ボンベが運ばれても，
使い方がわからない例や，使ってないからと希望し
ない患者も 5％ほどあったとのことである．今回の
震災で安否の確認に活躍したコールセンター（24
時間でる電話窓口で今回は福岡に設置された）も地
震のないところに設置される事になる．また現在各
営業所に衛星電話がつけられている．
　今後改善すべき点は，重症度，優先順位について
在宅酸素供給業者とのすり合せをすることである．
高流量使用者を 2 L/分以上，24 時間としただけで
よいのか，あるいはその中でも個々の症例に応じ
て，指示を加えて基準を決めていくのか検討してい
く必要がある．酸素使用量の変更を随時伝えていく
事は，すぐに徹底できる事であろう．
7．診療報酬算定要件
　診療報酬算定改訂でHOTの診療報酬算定要件に
中越大震災の後付け加えられた項目としての 2点が
挙げられる11）．在宅療養指導管理料に関して，第 7
項に，「在宅療養を実施する保健医療機関において
は，緊急事態に対処できるように施設の体制，患者
の選定等に十分留意すること．特に，入院施設を有
しない診療所が在宅療養指導管理料を算定するに当
たっては，緊急時に必要なかつ密接な連携を取り得
る入院施設を有する他の保健医療機関において，緊
急入院ができる病床が常に確保されていることが必
要であること．」
　在宅酸素療法指導管理料に関しては，第 6項に，
「在宅酸素療法を指示した医師は，在宅酸素療法の
ための酸素投与方法（使用機器，ガス流量，吸入時
間等），緊急時連絡方法等を装置に掲示すると同時
に，夜間も含めた緊急時の対処法について，患者に
説明を行うこと．」とある．在宅酸素療法の診療報
酬をとるために医療施設間の連携，すなわち緊急入
院できる病院を確保する事が必要になって来た．ま
た緊急時の酸素療法について説明することが求めら
れてきている．いずれも重要な点であるが，前者に
関しては診療所，訪問看護ステーションと病院など
の医療機関の連携（ネットワーク）構築が今後構築
すべき課題であると思われる．後者に関しては患者
に対して病状と共に酸素の必要性を説明し，非常時
の対応についても具体的な方法を正確に伝えること
が必要となる．
8．地域連携
　残念ながら災害時難病患者支援計画では，在宅酸
素療法患者への国での対策はとられていないので独
自に築いていく必要がある．今回の震災では保健所
が地域医療，福祉領域の司令部として病院，医師
会，救護所などの調整機関の役割を果たした．城南
地区でも，2011 年春の新型インフルエンザのパンデ
ミックのトリアージでは患者対応を一手に引き受け，
混乱を少なくした保健所などの公的機関との連携も
重要である．また，阪神淡路大震災でも在宅酸素供
給患者の安否確認は大病院ほど遅れ，それを在宅酸
素供給業者に依存する傾向が強かったのに比し，地
域の小診療所では，電話，往診，受診で速やかな対
応が可能であったと言われている9）．また中越地震
で被災しながら診療を続けた病院の報告ではネット
ワークは余裕のある病院に患者に動いてもらう，患
者参加型のネットワーク構築を提案している12）．
　地域連携の可能性としては，災害拠点病院の昭和
大学を中心にして，近隣の大規模病院は荏原病院，
NTT 関東病院，中規模病院としては東急病院，
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東芝病院，奥沢病院，田園調布中央病院，大森赤十
字病院．地域の掛り付け医，訪問診療を行なってい
る訪問看護ステーションの間での連携が必要であ
る．緊急時の受け入れ病院を指定しておき，患者が
一病院に集中する事をさける必要がある．インフル
エンザなどのパンデミックと同様に病院の規模に応
じたピラミッド型の体制が望ましい．宮城県で行わ
れたHOTステーションについてはその有用性，必
要性を考えて，在宅酸素供給業者との情報交換を行
い検討する必要がある．また，被害の程度が大きい
場合は患者の搬送等で被災地域以外の医療施設との
連携も必要となると思われる．
9．患者―医療者間の情報共有
　また，患者と医療者で震災時の対応について共通
の認識を持つ努力が必要である．以下に 3点ほど整
理する．
　1）停電時の対応（予備酸素ボンベなど）
　今回の震災ではプロバイダーが予備酸素ボンベを
運んだ．バッテリー内蔵の機種もあるが短時間しか
使えず，大勢には影響はない．酸素ボンベを使用す
る場合も安静ではどれだけ使用量を減らせるか検討
しておく事も必要である．安静時，酸素化が比較的
保たれている患者は酸素がなくても，大きな問題が
ない事を患者にも心得てもらい，必要以上の不安と
混乱を持たないようにすべきである．高流量を常時
使用している患者で生命維持や病状の安定のために
酸素投与が必須と考えられる患者には，あらかじめ
非常用ボンベを多く備えておき，在宅酸素供給業者
の対応も，優先順位を早くして敏速に対応できるよ
うに手配しておく事も必要である4，8）．今回の大地
震でもすべての医療機関が壊滅的な被害を受けた南
三陸町では，初めて酸素が支給されたのは震災から
5日目であった13）．
　2）連絡先や手段の確保について明確にしておく．
　HOTの処方をする段階で第二連絡先，非常時の
連絡先を明記してもらうようにする．仙台の例でも
避難した場合自宅の外壁に移動先を明記しておいた
事が安否の確認に有用であったとされる．
　3）行動手順などの自己防衛，患者防衛としての
非常時の準備を行っておく．
　被災時に自宅に留まる事が安全である限り，自宅
で助けを待つ事がHOT患者には望ましいと思われ
る．火災の発生や自宅に留まる事が危険である場合
には避難せざるを得ないが，避難先を明記して救援
者に判るようにする事は大切である．ライフライン
が途絶えた場合に備えて，可能なら 1週間程度は自
活できる，水，食料を蓄えておく事が推奨される．
またすぐに移動できるように防災手帳を作成して，
持ち出すものをまとめて置くと，いざという時あわ
てずに行動できる．また行動できる体力を養ってお
く事も危機管理である8）．
10．震災時医療の重要性
　高齢化が進んだ日本では災害後も慢性疾患への対
応が重要になる．阪神淡路大震災で呼吸器感染症対
策として救護医療が行われた．うがい薬が配られ，
不調を訴える避難民に対しては抗菌薬投与が，さら
には早期の入院が指示された．結果として平時に比
較して医療が行き届かず，死亡率が上昇するという
事はなかった14）．HOT の上位 3 疾患（COPD，肺
繊維症，肺結核後遺症）に関して呼吸器感染症の併
発は増悪の極めて大きな要因である．これらの対応
は，この増悪を回避する上でも有効な対策であっ
た15）．今回の震災でも震災後 2週間前後に，避難所
で肺炎などの呼吸器疾患発生が多かったと報告され
ている．気管支喘息や慢性閉塞性肺疾患では，予防
的な抗菌薬だけでなくプレドニンの投与も増悪を早
期に抑える意味で有用である．被災地への医療は，
ややオーバーでもよいと考える．
11．医療者自身の震災対策
　医療者自身，小さな子供など家族のいる職員も多
い．家族の安否を確認することは，医療に専念する
ためにも大切なことである．在宅医療患者の支援の
まえに，自分と家族の安全を確保することが大切で
ある．他のために力を尽くすためには，自分と自分
の家族を守ることができて初めて可能である．家族
との連絡方法，非常時の連絡先，防災手帳，水と食
料の備蓄，避難する場合の持ち物と行動手順など
常々，各自の防災対策を整えておくことも重要な危
機管理である．
考 察
　以上，近年の 3大震災での経験から，今後関東で
の大震災が発生した場合のHOTを使用している慢
大　 西 　　司・ほか
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性呼吸不全患者への対策を考察してみた．地域の医
療施設間で連携する事と，HOTの必要性について
優先順位を作成し，在宅酸素供給業者や患者とも緊
急時の対応を整えておく事が重要と思われた．
　東北大震災での在宅酸素供給業者の対応がいかに
もスムーズに行われたように書いたが，実際は混乱
した中であり，広域に被害が及ぶ状況で対応が遅れ
た例があることも指摘されている．またシェアの多
いT社の情報を中心に検討したが，他の酸素供給
業者との連携も今後必要と考える．
　昭和大学の検討では，呼吸器アレルギー内科の立
場から書いたが，他科の立場からは異なる対応が出
てくるものと思われる．例えば神経内科であるが，
筋ジストロフィーなど在宅酸素療法や人工呼吸器を
必要とする患者は多い診療科であるが，昭和大学か
ら処方されていない．病診連携が進み，在宅，ある
いは関連病院での対応が行われているものと思われ
るが，非常時には近隣に住む患者等の受け入れ要請
が来るものと思われる．患者がどのように動くのか
想定しておく必要があると思われた．また小児科や
循環器内科もそれぞれの対応が必要であろう．
お わ り に
　実際に震災が発生した場合を想定して，準備して
おく必要性が多くある事が判った．考えただけでは
想定できない状況も多々あることが予想されるが，
神戸の震災時に被災地の病院呼吸器科医師が触れて
いたように，日頃の活動の誠実さ，活動の視点の正
確さが必要であることは医療の基本であるとともに
非常時の備えであると思われる．今回被災した地域
の医療者達の献身的な働きからも学ぶ所が大きい．
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